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１ 平成２９年の結果概要  

  平成２９年における福島県内の規模５人以上の事業所の賃金、労働時間及び雇用の動 

 きを毎月勤労統計調査結果からみると、その概要は次のとおりである。 

 (1) 賃金 

   平成２９年の常用労働者１人当たり月平均の｢現金給与総額｣は、調査産業計で    

  ２９６，１５６円（対前年比０.５％減）となり、３年連続の減少となった。（図１、表１) 

   

 (2) 労働時間 

  ア 総実労働時間 

     平成２９年の常用労働者１人当たり月平均の｢総実労働時間｣は、調査産業計で   

    １５３．４時間（対前年比０．８％減）となり、３年連続の減少となった。(図１、表１) 

  イ 所定外労働時間 

    平成２９年の常用労働者１人当たり月平均の｢所定外労働時間｣は、調査産業計 

   で１１．６時間（対前年比３．１％減）となり、３年連続の減少となった。（表１） 

 

 (3) 雇用 

   平成２９年の月平均の｢常用労働者数｣は、調査産業計で６７６，１０７人（対前年比 

     １．２％増）となり、３年連続の増加となった。（図１、表１） 
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図１ 主要な指数の推移 （調査産業計、事業所規模５人以上）

現金給与総額 総実労働時間 常用雇用

（平成27年=100）

100.0

24年 25年 26年 27年 28年 29年 29年実数

現金給与総額指数 98.7 97.4 100.6 100.0 99.8 99.3 296,156

対前年比（％） △ 1.1 △ 1.4 3.3 △ 0.6 △ 0.2 △ 0.5 （円）

きまって支給する給与指数 98.1 96.8 98.9 100.0 99.7 99.1 249,230

対前年比（％） △ 0.9 △ 1.3 2.1 1.2 △ 0.3 △ 0.6 （円）

総実労働時間指数 98.4 99.9 100.4 100.0 98.3 97.5 153.4

対前年比（％） 0.1 1.6 0.5 △ 0.5 △ 1.7 △ 0.8 （時間）

所定内労働時間指数 100.3 100.7 100.2 100.0 98.9 98.3 141.8

対前年比（％） 0.0 0.3 △ 0.4 △ 0.2 △ 1.2 △ 0.6 （時間）

所定外労働時間指数 76.4 91.5 102.6 100.0 91.8 89.0 11.6

対前年比（％） 0.1 19.8 12.1 △ 2.5 △ 8.2 △ 3.1 （時間）

出勤日数 19.8 19.8 19.7 19.9 19.7 19.6 19.6

対前年差（日） △ 0.1 0.0 △ 0.1 0.2 △ 0.2 △ 0.1 （日）

常用雇用指数 99.8 99.2 97.9 100.0 100.1 101.3 676,107

対前年比（％） 5.2 △ 0.6 △ 1.3 2.1 0.1 1.2 （人）
雇用

賃金

表1　 賃金・労働時間・雇用の動き　（調査産業計、事業所規模5人以上）

労働
時間

区　分

（平成27年=100）
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２ 賃金の動き 

  平成２９年の常用労働者１人当たり月平均の「現金給与総額」は、調査産業計で    

 ２９６，１５６円（対前年比０.５％減)となり、３年連続の減少となった。 

  そのうち、「きまって支給する給与」は２４９，２３０円（対前年比０.６％減）、賞 

 与等の「特別に支払われた給与」は４６，９２６円（対前年比０.４％減）であった。 

  「きまって支給する給与」のうち「所定内給与」は２２８，８５４円（対前年比 

 ０.８％減）、また、「所定外給与(超過労働給与)｣は２０，３７６円（対前年比０．４％

増）であった。（図２、表２） 

 (1) 産業別の比較 

    「現金給与総額」が最も高いのは教育，学習支援業の４４８，２２３円で、最も低い 

  のは宿泊業，飲食サービス業の１３６，０８０円であった。 

   ｢きまって支給する給与｣が最も高いのは教育，学習支援業の３４２，１４９円で、最 

  も低いのは宿泊業,飲食サービス業の１２８，３６５円であった。  

   「所定外給与」が最も高いのは運輸業,郵便業の３７，１６６円で、最も低いのは 

  教育，学習支援業の５，５５７円であった。前年との差が最も増加したのは医療，福祉 

  の３，８１３円増で、最も減少したのは学術研究，専門・技術サービス業の 

  ６，３５６円減であった。 

   「特別に支払われた給与」が最も高いのは教育,学習支援業の１０６，０７４円で、 

  最も低いのは宿泊業,飲食サービス業の７，７１５円であった。前年との差が最も増加 

  したのは教育,学習支援業の７，１４７円増で、最も減少したのは複合サービス業の 

  ２５，７８９円減であった。（表２、図３) 
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図２ 賃金指数の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）
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  (2) 全国平均との比較 

   「現金給与総額」について、全国平均（３１６，９６６円）と本県（２９６，１５６円) 

   を比較すると、金額では２０，８１０円下回り、全国平均を１００とした場合、本県 

  は９３．４となった。対前年比では全国平均が０.４％増に対し、本県は０.５％減とな  

  った。(表２) 

現金給与総額

所 定 内 給 与 所 定 外 給 与
対前年比 対前年比 対前年比 対前年差 対前年比 対前年差 対前年比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 ％ 円 円 ％ 

296,156 △ 0.5 249,230 △ 0.6 228,854 △ 0.8 20,376 84 0.4 46,926 △ 183 △ 0.4
対全国平均比　 (％)　　　 93.4 95.6 94.9 104.2 83.5

341,450 △ 3.4 286,860 △ 4.3 263,771 △ 3.7 23,089 △ 2,904 △ 11.2 54,590 △ 700 △ 1.3

338,668 1.8 273,817 0.7 242,698 0.2 31,119 1,176 3.9 64,851 3,980 6.5

337,240 8.4 284,864 11.6 260,551 15.2 24,313 △ 4,221 △ 14.8 52,376 △ 5,405 △ 9.4

282,664 2.1 250,201 2.1 213,035 0.6 37,166 3,603 10.7 32,463 542 1.7

220,234 △ 1.6 190,813 △ 2.2 181,030 △ 1.3 9,783 △ 1,838 △ 15.8 29,421 526 1.8

400,158 △ 5.5 329,811 △ 7.0 318,299 △ 6.6 11,512 △ 2,222 △ 16.2 70,347 △ 1,388 △ 1.9

344,772 0.8 291,698 1.0 274,858 3.5 16,840 △ 6,356 △ 27.4 53,074 619 1.2

136,080 △ 3.2 128,365 △ 1.1 120,513 △ 2.7 7,852 1,841 30.6 7,715 △ 3,210 △ 29.4

229,015 6.3 204,706 7.0 187,553 7.3 17,153 416 2.5 24,309 358 1.5

448,223 4.5 342,149 4.3 336,592 4.9 5,557 △ 1,434 △ 20.5 106,074 7,147 7.2

318,847 △ 4.7 272,226 △ 2.5 252,895 △ 4.2 19,331 3,813 24.6 46,621 △ 8,883 △ 16.0

346,730 △ 10.4 289,927 △ 2.2 279,137 △ 3.1 10,790 2,065 23.7 56,803 △ 25,789 △ 31.2

213,676 0.3 189,468 0.7 176,799 0.4 12,669 521 4.3 24,208 △ 553 △ 2.2

258,429 － 221,672 － 209,058 － 12,614 － － 36,757 － －

281,740 － 241,222 － 219,445 － 21,777 － － 40,518 － －

360,292 － 294,044 － 263,997 － 30,047 － － 66,248 － －

全国平均

316,966 0.4 260,776 0.4 241,216 0.4 19,560 － 0.4 56,190 － 0.5

きまって支給する給与 特別に支払われた給与

調 査 産 業 計

　建　　設　　業

表２  産業・規模別の１人月平均賃金　（事業所規模５人以上）

調 査 産 業 計

　　　　　100人以上

　金融業，保険業

　宿泊業，飲食サービス業

　教育，学習支援業

　医療，福祉

　複合サービス事業

　サ ー ビ ス 業

事業所規模別 調査産業計

　　　　　5～29人

　　　　　30～99人

　学術研究，専門・技術サービス業

※ 対前年比は、指数により算出している。（ただし、「所定外給与」、「特別に支払われた給与」を除く。）

　製　　造　　業

　情 報 通 信 業

　運輸業，郵便業

　卸売業，小売業

　生活関連サービス業，娯楽業
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図３ １人月平均賃金の産業別比較 （事業所規模５人以上）

所定内給与 所定外給与 特別に支払われた給与

（千円）500

400

300

200

100

0



11 

 

３ 労働時間の動き 

  平成２９年の常用労働者１人当たり月平均の「総実労働時間」は、調査産業計で 

 １５３．４時間（対前年比０．８％減）となり、３年連続の減少となった。 

   そのうち、「所定内労働時間」は１４１．８時間（対前年比０．６％減）、「所定外 

 労働時間」は１１．６時間（対前年比３．１％減）であった。 

  「出勤日数」は調査産業計で月平均１９．６日（対前年差０.１日減）であり、２年連 

 続の減少となった。（図４、表３） 

 (1) 産業別の比較 

   「総実労働時間」が最も長いのは運輸業,郵便業の１７６．４時間で、最も短いの 

  は宿泊業,飲食サービス業の１１０．６時間であった。運輸業,郵便業と宿泊業,飲食 

  サービス業との差は６５．８時間であった。 

   「所定内労働時間」が最も長いのは建設業の１６１．６時間で、最も短いのは宿泊 

   業,飲食サービス業の１０４．１時間であった。 

   「所定外労働時間」が最も長いのは運輸業,郵便業の２２．９時間で、最も短いの 

  は金融業，保険業の５．８時間であった。 

   「出勤日数」が最も多いのは建設業の２１.６日で、最も少ないのは宿泊業，飲食 

  サービス業の１７．１日であった。（表３、図５）         

 (2) 全国平均との比較 

   「総実労働時間」について、全国平均(１４３．４時間)と本県(１５３．４時間) 

    を比較すると、本県が１０.０時間上回った。全国平均を１００とした場合、本県は 

  １０７．０となり、対前年比では全国が０．３％減、本県が０．８％減となった。 

   「所定外労働時間」も同様に、全国平均（１０．９時間）と本県（１１．６時間) 

  を比較すると、本県が０．７時間上回った。全国平均を１００とした場合、本県は 

  １０６．４となり、対前年比は全国平均が１．０％増、本県が３．１％減となっ 

  た。（表３） 
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図４ 労働時間指数の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）
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  総実労働時間 　出勤日数

所定内労働時間 所定外労働時間

対前年比 対前年比 対前年比 対前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 153.4 △ 0.8 141.8 △ 0.6 11.6 △ 3.1 19.6 △ 0.1

　対全国平均比 (％)　 107.0 107.0 106.4 105.4

　建　　設　　業 175.7 △ 1.1 161.6 1.2 14.1 △ 22.3 21.6 0.5

　製　　造　　業 166.7 0.5 150.1 0.4 16.6 2.5 19.7 0.0

　情 報 通 信 業 159.1 5.4 148.2 6.5 10.9 △ 7.7 19.4 △ 0.6

　運輸業，郵便業 176.4 1.6 153.5 0.6 22.9 9.7 20.2 △ 0.1

　卸売業，小売業 143.7 △ 1.5 136.3 △ 0.8 7.4 △ 13.0 20.0 △ 0.3

　金融業，保険業 141.8 △ 3.9 136.0 △ 3.6 5.8 △ 8.9 18.5 △ 0.2

　学術研究，専門・技術サービス業 153.5 △ 0.8 144.2 2.4 9.3 △ 33.2 18.9 △ 0.2

　宿泊業，飲食サービス業 110.6 △ 6.4 104.1 △ 8.5 6.5 45.7 17.1 △ 0.7

　生活関連サービス業，娯楽業 145.5 2.8 132.2 2.3 13.3 8.2 19.4 0.4

　教育，学習支援業 154.6 3.3 141.7 4.4 12.9 △ 8.0 18.4 0.7

　医療，福祉 150.8 △ 1.7 144.8 △ 1.8 6.0 1.4 20.0 △ 0.2

　複合サービス事業 158.0 △ 2.8 149.6 △ 1.4 8.4 △ 22.6 20.0 0.0

　サ ー ビ ス 業 143.2 △ 1.2 134.1 △ 1.3 9.1 △ 0.2 19.6 △ 0.2

事業所規模別 調査産業計

　　　5～29人 147.3 　　－ 138.1 　　－ 9.2 　　－ 19.6 　　－

　　　30～99人 160.9 　　－ 146.6 　　－ 14.3 　　－ 19.9 　　－

　　　100人以上 156.0 　　－ 143.2 　　－ 12.8 　　－ 19.5 　　－

全国平均

調 査 産 業 計 143.4 △0.3 132.5 △0.4 10.9 1.0 18.6 0.0

※ 対前年比は、指数により算出している。

表３  産業・規模別の１人月平均労働時間　（事業所規模５人以上）
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図５ １人月平均労働時間の産業別比較 （事業所規模５人以上）
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４ 雇用の動き 

  平成２９年の月平均の常用労働者数は、調査産業計で６７６，１０７人となった。 

   常用雇用指数（平成２７年平均＝１００）は１０１．３で前年比１．２％増となり、 

 ３年連続の増加となった。 

  常用労働者数を産業別にみると、製造業(１５５，７３４人、２３．０％）が最も高い 

 ウェイトを占め、以下、卸売業,小売業(１１４，６５０人、１７．０％）、医療,福祉 

 （９６，９７５人、１４．３％）と続いている。（表１、図６、表４） 

 (1) パートタイム労働者 

   パートタイム労働者数は、調査産業計で１５２，９２８人となり、パートタイム労 

  働者比率は２２．６％、前年差０.５ポイント減であった。 

   産業別に比較すると、パートタイム労働者比率が最も高いのは宿泊業,飲食サービ 

  ス業の６０．４％で、最も低いのは建設業の１．６％であった。（表４） 

 

 (2) 労働異動率 

   労働異動率は、調査産業計で入職率、離職率とも１.８％であった。 

   産業別にみると、卸売業,小売業、 学術研究,専門・技術サービス業、宿泊業,飲食 

    サービス業、生活関連サービス業,娯楽業、教育,学習支援業、医療,福祉の６業種で 

  入職率が離職率を上回り、 建設業、 製造業、情報通信業、運輸業,郵便業、 金融業， 

  保険業、複合サービス事業、サービス業の７業種で入職率が離職率を下回った。 

  （表４） 

 

  (3) 事業所規模別の常用労働者数 

     常用労働者数（６７６，１０７人）を事業所規模別に区分すると、事業所規模 

   ５～２９人に２９４，４０４人、事業所規模３０～９９人に１７０，４７４人、 

     事業所規模１００人以上に２１１，２２９人となった。（表４） 
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図６ 常用雇用指数の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）
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  (4) 男女別の常用労働者数 

    常用労働者数（６７６，１０７人）を男女別にみると、男性３７２，０８２人、 

   女性３０４，０２６人となり、男性を１００として比較すると、女性は８１．７で 

   あった。 

        また、常用労働者数のうちパートタイム労働者数（１５２，９２８人）は、男性 

   ３８，２１４人、女性１１４，７１４人となり、男性を１００として比較すると、 

   女性は３００．２であった。（表４） 

 

  (5) 全国平均との比較 

    常用労働者数について、全国平均と本県を対前年比で比較すると、全国平均が 

     ２．５％増に対し、本県は１．２％増となった。(表４） 

対前年比 産業構成比 労働者比率 対前年差

人 ％ ％ 人 ％ ポイント

調 査 産 業 計 676,107 1.2 100 152,928 22.6 △ 0.5 1.8 1.8

　建　　設　　業 52,075 2.2 7.7 848 1.6 △ 0.9 0.9 1.3

　製　　造　　業 155,734 △ 0.6 23.0 13,363 8.6 △ 2.0 1.1 1.2

　情 報 通 信 業 5,840 2.5 0.9 973 16.7 △ 11.2 1.1 1.2 

　運輸業，郵便業 44,677 △ 2.0 6.6 6,219 13.9 △ 6.3 1.2 1.4 

　卸売業，小売業 114,650 1.8 17.0 50,121 43.7 3.2 1.9 1.6 

　金融業，保険業 15,817 4.6 2.3 2,143 13.5 8.2 1.4 1.6 

　学術研究，専門･技術サービス業 15,497 4.5 2.3 1,239 8.1 △ 2.0 2.6 2.3 

　宿泊業，飲食サービス業 52,438 12.5 7.8 31,793 60.4 △ 6.6 4.5 3.7 

　生活関連サービス業，娯楽業 18,320 4.6 2.7 7,525 41.1 △ 3.3 2.9 2.7 

　教育，学習支援業 39,312 2.5 5.8 5,174 13.2 △ 5.8 1.8 1.4 

　医療，福祉 96,975 0.2 14.3 14,748 15.2 3.0 1.5 1.4 

　複合サービス事業 4,965 30.0 0.7 138 2.8 0.4 2.2 2.8 

　サ ー ビ ス 業 46,959 △ 5.2 6.9 17,341 36.9 2.1 2.6 3.1 

　そ　　の　　他 12,848 － 1.9 1,303      －      －  －     －

事業所規模別 調査産業計

　　　　5～29人 294,404 － 　　－ 76,683 26.0 －  －     －

　　　　30～99人 170,474 － 　　－ 35,499 20.8 －  －     －

　　　　100人以上 211,229 － 　　－ 40,746 19.3 －  －     －

　男女別　調査産業計

　　　　男 372,082 － 　　－ 38,214 10.3 －  －     －

　　　　女 304,026 － 　　－ 114,714 37.7 －  －     －

(81.7) (300.2) 　　－

全国平均

調 査 産 業 計 50,031千人 2.5 － 15,395千人 30.77 0.06 2.15 2.04

※1 産業構成比は、小数点第２位で四捨五入しているため、産業ごとの数値の計が100%とならない場合もある。

※3 「その他」は、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「不動産業，

　　　物品賃貸業」の計である。

※4 男女別「女」の下段（括弧書き）は、「男=100」としたときの比較である。

パートタイム労働者数
入職率 離職率

表４  産業・規模・男女別の常用労働者数　（事業所規模５人以上）

常用労働者数 労働異動率

※2 パートタイム労働者比率及び労働異動率の年平均については、1月分から12月分の数値を単純平均している。
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５ 就業形態別（一般労働者とパートタイム労働者）の比較 

 (1) 賃金の比較 

   常用労働者１人当たり月平均の｢現金給与総額｣は２９６，１５６円であるが、 

  これを就業形態別にみると、一般労働者が３５２，７２３円、パートタイム労働者が 

  １０２，１３３円であった。この額を一般労働者を１００として比較すると、パートタ 

  イム労働者は２９．０であった。 

   また、｢きまって支給する給与｣は一般労働者が２９２，９２２円、パートタイム労 

  働者が９９，３６７円、｢特別に支払われた給与｣は一般労働者が５９，８０１円、 

  パートタイム労働者が２，７６６円であった。（表５） 

 (2) 労働時間の比較  

   常用労働者１人当たり月平均の｢総実労働時間｣は１５３．４時間であるが、これを 

  就業形態別に見ると、一般労働者が１６９．０時間、パートタイム労働者が９９．９時間 

  時間であった。この時間を一般労働者を１００として比較すると、パートタイム労働 

  者は５９．１であった。 

   また、「所定内労働時間」は一般労働者１５５．１時間、パートタイム労働者９６．４ 

  時間、｢所定外労働時間｣は一般労働者１３．９時間、パートタイム労働者３．５時間、 

  ｢出勤日数｣ は一般労働者２０．４日、パートタイム労働者１６.９日であった。（表６） 

（パートタイム労働者の下段（括弧書き）は、「一般労働者=100」としたときの比較）

きまって支給する給与 特別に支払われた給与

(円) (円) 　所定内給与　(円) 　所定外給与　(円) (円)

102,133 99,367 95,780 3,587 2,766

(29.0) (33.9) (35.8) (14.2) (4.6)

常用労働者全体 296,156 249,230 228,854 20,376 46,926

表５　就業形態別賃金比較 （調査産業計、事業所規模５人以上）

区　分

一般労働者

現金給与総額

パートタイム
労働者

352,723 292,922 267,652 25,270 59,801

（パートタイム労働者の下段（括弧書き）は、「一般労働者=100」としたときの比較） （パートタイム労働者の下段（括弧書き）は、「一般労働者=100」としたときの比較）

所定内労働時間 所定外労働時間

(時間) (時間) (時間) (日)

99.9 96.4 3.5 16.9

(59.1) (62.2) (25.2) －

常用労働者全体 153.4 141.8 11.6 19.6

表６　就業形態別労働時間比較 （調査産業計、事業所規模５人以上）

区　分

一般労働者

パートタイム
労働者

総実労働時間 出勤日数

169.0 155.1 13.9 20.4
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 (3) パートタイム労働者比率の比較 

   常用労働者全体でのパートタイム労働者比率は２２．６％であるが、これを男女別 

  にみると男性が１０．３％、女性が３７．７％であった。 

    産業別にみると、すべての業種で女性が男性を上回った。（表８） 

６ 男女別の比較 

 (1) 賃金の比較 

   常用労働者１人当たり月平均の｢現金給与総額｣を男女別にみると、男性３６４，３３９ 

  円、女性２１２，６４９円であった。この額を男性を１００として比較すると、女性は 

  ５８．４であった。 

   また、｢きまって支給する給与｣は男性３０３，３４２円、女性１８２,９５６円、｢特別 

  に支払われた給与」は男性６０，９９７円、女性２９，６９３円であった。（表７） 

 (2) 労働時間の比較 

   常用労働者１人当たり月平均の｢総実労働時間｣を男女別にみると、男性１６６.４時間、 

  女性１３７．５時間であった。この時間を男性を１００として比較すると、女性は８２．６ 

  であった。 

   また、｢所定内労働時間｣は男性１５０．７時間、女性１３１．０時間、｢所定外労働時間｣ 

  は、男性１５．７時間、女性６.５時間、｢出勤日数｣は男性２０．１日、女性１９．０日で 

  あった。(表７）  

（女の下段（括弧書き）は、「男=100」としたときの比較）

現金給与総額 総実労働時間 出勤日数

(円)
きまって支給
する給与 (円)

特別に支払わ
れた給与 (円) (時間)

 所定内労働時間
　　　  (時間)

 所定外労働時間
　　　  (時間)

(日)

212,649 182,956 29,693 137.5 131.0 6.5 19.0
(58.4) (60.3) (48.7) (82.6) (86.9) (41.4) －

常用労働者全体 296,156 249,230 46,926 153.4 141.8 11.6 19.6

15.7 20.1

表７　男女別賃金・労働時間比較（調査産業計、事業所規模５人以上）

女

賃　　　　金 労　　働　　時　　間

区　分

男 364,339 303,342 60,997 166.4 150.7

  （単位：％）

区分
調　査
産業計

建設業 製造業
情報
通信業

運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

学術研究,
専門・技
術サービ
ス業

宿泊業，
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業,娯楽業

教育，学
習支援業

医療，
福祉

複合サー
ビス事業

サービス
業

男女計 22.6 1.6 8.6 16.7 13.9 43.7 13.5 8.1 60.4 41.1 13.2 15.2 2.8 36.9

男 10.3 0.6 3.3 4.9 7.4 21.1 6.4 2.1 42.2 21.8 11.0 7.5 0.0 18.9

女 37.7 9.1 18.7 39.3 45.9 62.6 19.5 20.3 71.5 57.1 15.7 17.9 6.1 59.7

表 ８ 男 女 別 パ ー ト タ イ ム 労 働 者 比 率 （ 事 業 所 規 模 ５ 人 以 上 ）


